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表１－１ 

基本理念の大学院新入生への説明状況 

 

あり なし 全文 教育部分 その他
文学研究科 ○
教育学研究科 ○
法学研究科 ○
経済学研究科 ○ 入学時のガイダンス ○
理学研究科 ○
医学研究科 ○
薬学研究科 ○ 入学ガイダンス、新入生合宿研修 ○
工学研究科 ○
農学研究科 ○
人間・環境学研究科 ○
エネルギー科学研究科 ○ 入学時ガイダンス ○
アジア・アフリカ地域研究研究科 ○ 新入生オリエンテーション ○
情報学研究科 ○
生命科学研究科 ○
地球環境学堂 ○
公共政策教育部 ○
経営管理教育部 ○ 入学時のガイダンス ○

説明を行った部分
（学生へ説明している場合）

説明を行った場面
研究科名

学生への説明

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

学部・大学院の新入生ならびに新採用の教職員には，京都大学の基本理念の全文を掲載した冊子をそれぞれに配

付しており，形式的には，本学の基本理念は全ての学生と教職員に対して周知が図られているといえる。しかし，

個々の学生・教職員に対して，基本理念の浸透度を追跡調査したことはこれ迄になく，情報伝達が一方的になって

いる側面は否定できない。 

一方で，本学の教員には本学出身者が多数居り，基本理念の根幹の一つである「自由の学風」をそれぞれの教育

研究活動の中で，まさに学風として伝えている。歴代総長がその挨拶等の中で「自由の学風」に触れてきたのと同

様に，各教員もそれぞれの立場で，この「自由の学風」を各自の教育の場でしばしば言及している。さらに「自由

の学風」について言えば，この象徴とも言える「滝川事件」は広く知られる史実である。これは，京都帝国大学時

代の昭和８年に，国家による自由主義・民主主義的な学問や思考の弾圧に対し，当時の法学部教授会が抵抗したも

のであるが，その内容は高等学校の日本史の教科書にも記述されている（資料１－I）。実際、本学学部入学生に対

して入学直後のガイダンス時に実施される意識調査を纏めた報告書「新入生アンケート報告書（平成18年度版）」

（http://www.z.k.kyoto-u.ac.jp/pdf/link/link0262.pdf）にも，本学の学問に対する自由な雰囲気に憧れて本学

を志望した旨の回答が少なくない。 

このような事情から，京都大学の基本理念の文言の一つ一つの周知程度については差異があると考えられるが，

学生・大学院生に対しては京都大学の基本理念の根幹の一つである「自由の学風」は十分に周知されていると判断

される。 

 

  資料１-I 

抜粋：「詳説 日本史（平成18年）」（山川出版） P326 

（略）わずかに社会主義を守り続けた鈴木茂三郎らの日本無産党なども，1937（昭和12）年には弾圧されて活動

を停止した。 

思想・言論の取締りも強化され，共産主義ばかりでなく，自由主義・民主主義的な学問への弾圧事件もつぎつ
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【分析結果とその根拠理由】 

現在の学部構成は平成４年度の総合人間学部設置以降は変化していない。一方で，学部内の学科制については，

教育における達成目標の変化に応じ，学科構成の適切化に向けての改編等が適宜行われており，本学の基本理念

と各学部の目的の達成に向けての取組が行われている。また，新しい研究課題や知見の増大といった学術的要請

や，法学部・経済学部のように専門職学位課程の設置を含む大学院教育改革を学部教育に反映させるため，学士

課程の適切化を目指したカリキュラム改善の努力が行われている（表２－２）。 

以上より，本学の学部及び学科の構成は，京都大学の基本理念に基づく学士課程の教育研究の目的を達成する

上で適切と判断できる。 

 

表２－２ 

平成15年度以降の学科等改編・カリキュラム改善 

有・無 「有」の場合、その概要 有・無 「有」の場合、その概要

総合人間学部 有　

　人間学科、国際文化学科、基礎科学科、自然環境学科の４学科
のもとに１３大講座２３専攻が置かれていたが、平成１５年４月に大
学院人間・環境学研究科に直結する学部として再編された。それ
に伴い、専門分野の細分化を避けて時代適応性の高い１学部１学
科制をとり、総合人間学科の下に、人間科学系、国際文明学系、
文化環境学系、認知情報学系、自然科学系の５学系構成とした。

有

　旧カリキュラムにおいては、専攻分野が細分化されすぎており、
「たこつぼ化」の弊害が危惧され、また一部の専攻分野に学生が
集中するアンバランスが生じた。そこで新カリキュラムにおいては、
１学科制（総合人間学科）をとり５学系を設置して、旧カリキュラム
よりも幅広い学習を可能にした。（平成１５年度）

文学部 無 有
　卒業要件として、全学共通科目のA群、B群それぞれ８単位以上
修得しなければならない。（平成１５年度以降入学者適用）

教育学部 無 無

法学部 無 有

１．開講科目・単位・学年配当の変更（平成１６年度）
２．各学年毎に履修できる単位数に上限を設けるキャップ制の導
入(平成１６年度)
３．卒業に必要な専門科目の単位数の変更(平成１６年度）

経済学部 無 無

理学部 無 有

○平成１６年度以降物理科学系カリキュラムにおいては、専攻する
領域全ての学生に共通して履修が望ましい基幹科目とやや専門
性の高い科目等の関連性並びにその履修時期等を明確にしたよ
り一貫性ある教程を提示した。
○化学系においては、３回生時の配当科目数が過度に集中してい
たものを２回生４回生に分散させる等のカリキュラムの再編を平成
１９年度に実施した。

医学部
（医学科）

無 有

・教養科目（全学共通科目）修得要件の変更、導入科目の増設（平
成１５年度）
・教養科目（全学共通科目）修得要件の変　更、導入科目の増設
（平成１８年度）

医学部
（保健学科）

－ ※ 保健学科は平成１５年１０月に設置 無

薬学部 有　

平成１８年度入学
 薬科学科（４年制）
 　基礎創薬科学の研究者養成を中心に４年制学部教育を担当す
る。
 薬学科（６年制）
 　高度な医療を担う薬剤師、医療薬学研究者、技術者の養成を中
心に６年制学部教育を担当する。

有

平成１８年度入学
 薬科学科（４年制）
 　化学・物理・生物・医療系のバランスのとれた必修科目の上に、
自由度の高い選択科目を開講し、カリキュラムを先端科学の研究
者養成に 適化した。
 薬学科（６年制）
 　医療系科目を大幅に増設して、充分な医学知識に基づく薬剤
師、医療薬学関係者養成のためのカリキュラムとした。

工学部 無 有

平成１５年度：科目の配当学年・配当期の変更、科目の新設・分
割・統合・廃止、科目名変更、区分変更、単位数変更
平成１６年度：科目の配当学年・配当期の変更、科目の新設・分
割・統合・廃止、全共科目指定科目の増加、必修科目の追加、単
位数変更
平成１７年度：科目の配当学年・配当期の変更、科目の新設・分
割・廃止、科目名変更、科目の単位数変更
平成１８年度：科目の配当学年・配当期の変更、科目の新設・廃
止、区分変更、卒業 低修得単位を134単位に増加
平成１９年度：科目の配当学年・配当期変更、科目の新設・分割・
廃止、科目名変更、科目名変更

農学部 無 無

学科・コース制等の改編
学部

カリキュラムの改善

 

 

 

観点２－１－２： 教養教育の体制が適切に整備され，機能しているか。 
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表２－７ 

教育研究評議会及び各研究科の教授会組織の構成 
構成員 構成員数

(1) 総長
(2) 総長が指名する理事
(3) 研究科長、地球環境学堂長、公共政策連携研究部長及び経営管理研究部
長
(4) 研究科(次号に定めるものを除く。)の教授　各2名
(5) エネルギー科学研究科、アジア・アフリカ地域研究研究科、情報学研究科、
生命科学研究科及び地球環境学堂の教授　各1名
(6) 附置研究所の長
(7) 高等教育研究開発推進センター、国際融合創造センター、フィールド科学教
育研究センター、生態学研究センター、地域研究統合情報センター、学術情報メ
ディアセンターの長及びこころの未来研究センターの長
(8) 附属図書館長

71名

文学部
文学研究科

教育学部 学部教授会
学部を兼担する研究科の基幹講座及び附属教育研究施設の専任の教授、准
教授、講師

27名

教育学研究科 研究科教授会 研究科の基幹講座及び附属教育研究施設の専任の教授、准教授、講師 27名
法学部 法学部教授会 法学部を兼担する法学研究科及び公共政策連携研究部の教授及び准教授 72名

法学研究科 法学研究科教授会
(1) 法学研究科の教授及び准教授
(2) 法学研究科の担当を命じられた公共政策連携研究部の教授及び准教授

72名

法学研究科法曹養成専攻
（専門職学位課程）

法曹養成専攻会議

(1) 法曹養成専攻の専任の教授及び准教授（平成15年文部科学省告示第53号
第２条第２号の規定により法科大学院の専任教員とみなされる者を含む）
(2) 法曹養成専攻を兼担する法政理論専攻の法学系講座の教授及び准教授
(3) 公共政策連携研究部に配置された法学の教授及び准教授であって、法学研
究科の担当を命じられたもの

66名

経済学部 経済学研究科教員協議会 研究科基幹講座の専任教授、准教授、講師 51名

経済学研究科 経済学研究科会議
研究科基幹講座の専任教授、准教授、講師及び協力講座の専任の教授、准教
授、講師

70名

理学部 理学部教授会
理学研究科基幹講座及び附属施設の教授、准教授、理学部兼担の教授及び
准教授

167名

理学研究科 理学研究科教授会 理学研究科基幹講座及び附属施設の教授、准教授 154名
医学部 医学部教授会 医学部教授 95名
　　　　　医学科 医学研究科医学教授会 教授 66名
　　　　　保健学科 保健学科教授会 全教授 29名
医学研究科 医学研究科会議 基幹講座、協力講座、医学部附属病院、医学研究科附属施設等の教授等 92名

薬学部 薬学部教授会
学部を兼担する薬学研究科の基幹講座の教授、薬学部兼担を命じられた本学
の専任教授

20名

薬学研究科 薬学研究科教授会 研究科の基幹講座の教授 18名

工学部 工学部教授会
工学研究科、エネルギー科学研究科、情報学研究科、学術情報メディアセン
ター、地球環境学堂、経営管理研究部の工学部を兼担する教授

186名

工学研究科 工学研究科工学教授会 工学研究科の各専攻及び各附属教育研究施設の専任教授 135名
農学部 教授会 農学部の兼担を命じられた学内専任教授 75名
農学研究科 教授会 研究科専任教授、研究科が委嘱した学内専任教授 67名

総合人間学部 総合人間学部教授会

○総合人間学部を兼担する人間・環境学研究科の教授、准教授及び講師
○総合人間学部及び人間・環境学研究科から流動教員として移籍した教授、准
教授及び講師

128名

人間・環境学研究科
人間・環境学研究科教授
会

○基幹講座専任の教授、准教授及び講師
○人間・環境学研究科及び総合人間学部から流動教員として移籍した教授、准
教授及び講師

128名

エネルギー科学研究科 教授会 研究科の専任教授 18名
アジア・アフリカ地域研究研究科 教授会 基幹講座専任教授、准教授 23名
情報学研究科 教授会 基幹講座担当教授 40名

生命科学研究科 研究科会議
研究科の専任教授、研究科会議が必要と認めた研究科併任及び客員教授、学
内専任教授

25名

地球環境学堂 地球環境学堂教授会 地球環境学堂長、地球環境学堂専任教授 18名

公共政策連携研究部 教授会

(1) 公共政策連携研究部の専任の教授及び准教授（平成15年文部科学省告示
第53号第２条第２号の規定により公共政策大学院の専任教員とみなされる者を
含む）
(2) 法学研究科長及び経済学研究科長
(3) 法学研究科において指名された研究科所属の教授又は准教授２名及び経
済学研究科において指名された研究科所属の教授又は准教授１名

17名

公共政策教育部 教授会
公共政策連携研究部の専任の教授及び准教授（平成15年文部科学省告示第
53号第２条第２号の規定により公共政策大学院の専任教員とみなされる者を含

12名

経営管理研究部教授会 専任の教授及び准教授 19名

経営管理教育部教授会
専任の教授及び准教授及び専門職大学院特別教授、同准教授

23名
経営管理研究部・教育部

文学研究科・文学部教授
会

教授・准教授・講師 84名

組織名

教育研究評議会

 
 

【分析結果とその根拠理由】 

全ての学部・研究科等には教授会等が設置され，定例的会合により重要事項の審議と決定が行われている。ま

た部局を越えても教育研究評議会，部局長会議，教育制度委員会により十分な連携が図られ，部局の自治に配慮

しながら，大学全体として管理・運営・学事について適切な審議と決定が行われている。 
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表３－１ 

 専攻等毎の教員数 

計 指導教員 補助教員
文献文化学 25 13 6 6
思想文化学 12 5 5 3 2
歴史文化学 14 15 7 4 3
行動文化学 12 5 5 3 2
現代文化学 7 1 5 3 2
教育科学 15 15 7 4 3
臨床教育学 5 6 6 3 3

法学研究科 法政理論 47 27 16 8 8
経済システム分析 12 8 9 5 4
経済動態分析 8 4 9 5 4
現代経済・経営分析 13 8 9 5 4
数学・数理解析 31 50 9 9
物理学・宇宙物理学 38 79 14 14
地球惑星科学 30 61 11 11
化学 23 52 9 9
生物科学 37 79 13 13
医学 81 131 71 71
医科学 12 9 12 6 6
社会健康医学系 9 13 12 6 6
人間健康科学系 29 36 12 6 6
創薬科学 6 14 9 5 4
生命薬科学 7 14 9 5 4
医療薬科学 5 13 9 5 4
医薬創成情報科学 7 7 9 5 4
社会基盤工学専攻 13 24 7 5 2
都市社会工学専攻 12 23 7 5 2
都市環境工学専攻 21 48 11 11
建築学専攻 14 24 7 6 1
機械理工学専攻 15 27 7 6 1
マイクロエンジニアリング専攻 7 13 7 4 3
航空宇宙工学専攻 6 11 7 4 3
原子核工学 10 26 7 4 3
材料工学 10 18 7 4 3
電気工学 10 22 7 4 3
電子工学 10 21 7 4 3
材料化学 8 15 7 4 3
物質エネルギー化学 11 21 7 4 3
分子工学 9 20 7 4 3
高分子化学 11 26 7 5 2
合成・生物化学 8 20 7 4 3
化学工学 7 15 7 4 3
農学 9 24 8 4 4
森林科学 18 37 8 8
応用生命科学 15 34 8 8
応用生物科学 12 31 8 8
地域環境科学 10 31 8 7 1
生物資源経済学 6 11 8 4 4
食品生物科学 6 14 8 4 4
共生人間学 36 24 7 7
共生文明学 33 19 7 7
相関環境学 17 23 7 6 1
エネルギー社会・環境科学 6 11 7 5 2
エネルギー基礎科学 14 24 7 6 1
エネルギー変換科学 6 9 7 4 3
エネルギー応用科学 7 18 7 4 3
東南アジア地域研究 11 11 5 4 1
アフリカ地域研究 6 8 7 4 3
知能情報学 13 19 7 6 1
社会情報学 10 20 7 5 2
複雑系科学 9 9 7 4 3
数理工学 10 7 7 4 3
システム科学 15 11 7 5 2
通信情報システム 9 19 7 5 2
統合生命科学 13 21 7 6 1
高次生命科学 10 16 7 6 1
地球環境学 8 13 8 7 1
環境マネジメント 9 17 8 4 4

953 1533 595 438 157

研究指
導教員

数

研究指
導補助
教員数

設置基準の定める必要教員数研究科等 専攻

教員数

文学研究科

教育学研究科

エネルギー科学研
究科

アジア・アフリカ地
域研究研究科

情報学研究科

生命科学研究科

地球環境学舎

合計

工学研究科

農学研究科

人間・環境学研究
科

医学研究科

経済学研究科

理学研究科

薬学研究科
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表６－４ 

 博士学位授与者数の推移 

 

合計

平成6 323 49.1% 335 50.9% 658
平成7 410 55.6% 327 44.4% 737
平成8 442 54.1% 375 45.9% 817
平成9 511 66.6% 256 33.4% 767
平成10 492 63.3% 285 36.7% 777
平成11 558 66.5% 281 33.5% 839
平成12 579 68.2% 270 31.8% 849
平成13 626 70.6% 261 29.4% 887
平成14 663 69.3% 294 30.7% 957
平成15 680 75.2% 224 24.8% 904
平成16 724 77.7% 208 22.3% 932
平成17 729 80.6% 175 19.4% 904

課程博士 論文博士

 

 

 

観点６－１－５： 卒業（修了）生や，就職先等の関係者からの意見聴取の結果から判断して，教育の成

果や効果が上がっているか。 

 

【観点に係る状況】 

法人化以前の平成13年度，本学では卒業（修了）生や就職先等の関係者を対象として大規模なアンケート調査

を行い，その結果は「京都大学自己点検・評価報告書Ⅲ」の第２章に「卒業生から見た京都大学の教育」

（http://www.kyoto-u.ac.jp/kikaku/tenken3/contents1.htm）として纏められている。ここでは本学の教育が卒

業後の社会での活動に役立ったかが意見聴取されているが，専門教育や研究活動は役立ったという意見が 70%以

上を占めたのに対し，外国語教育が役立ったと答えた者は全体の 29%に過ぎなかった。また，卒業（修了）生の

就職先等の関係者を対象とした調査においても，基礎知識や教養を十分身に付け企画力や実行力に優れた人物を

輩出しているという意見が大勢を占めたのに対し，英語によるコミュニケーション能力が不足しているという意

見が寄せられた。このため，平成14年度から始まった21世紀COEプログラム等を活用し，海外との院生交流な

どを通して大学院生の英語コミュニケーション能力の向上等が様々に図られ，また全学共通教育の英語部会は新

しい教育プログラムを策定（http://www.z.k.kyoto-u.ac.jp/pdf/link/link0238.pdf）し，平成18年度から高度

な学術的言語技能の向上を目指して新しいカリキュラムを遂行している。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

平成13年度の全学の自己点検・評価により，本学の卒業（修了）生の基礎知識や教養，さらには企画力や実行

力といった資質・能力について高い評価を得た。一方，英語のコミュニケーション能力に関しては，卒業（修了）

生当人及び就職先等の関係者の見解として，十分でないという指摘があった。この結果を踏まえ，学部・研究科

等の教育組織毎に学生が身に付けるべき各種の学力の向上を目指し，幾つかの改善が図られている。 

本学の教育の成果を判断するための全学的な調査は平成13年度以来行っておらず，そろそろ企画・実施する必

要がある。 
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修等に取り組んでいる。ただし，事務補佐の非常勤職員に対しては，規程や学内事務マニュアル等の変更の際の

事務連絡を主目的とした研修と人権問題に関する研修を行うに留まっている。 

 

表11－４ 

平成18年度に実施された事務職員研修 

実施回数 参加資格 参加者数
H18.4.4～4.10
H18.9.4～9.8

新採用職員
36名
25名

H18.4.11～4.28
H18.9.11～9.29

新採用事務職員
14名
16名

H18.5.25～5.26
新任及び在任２年程度の
部課長級職員

21名

H18.7.5～7.7 掛長、専門職員級 36名
H18.11.15
H18.11.22
H18.11.29

人事事務を担当して３年未
満の事務職員

64名

H19.1.23～1.24
H19.1.29～1.30

本部のグループ長
20名
25名

H18.7.1～19.2.28 本学職員 218名
H18.10～H19.3 本学職員 5名
H19.1.5～1.30 中堅職員(財務部) 1名
H18.4～H19.3 事務系職員 25名
H18.4～H19.3 事務系職員 1名
H18.4～H19.3 事務系職員 1名
H18.11.21～11.22 教室系技術職員 41名

第１専門技術群（工作・運転系）
H18.9.11
H19.1.26

教室系技術職員
22名
14名

第２専門技術群（システム・計測系） H19.3.13 教室系技術職員 32名
第３専門技術群（物質・材料系） H19.3.15 教室系技術職員 27名
第４専門技術群（生物・生体系） H19.3.16 教室系技術職員 19名
第５専門技術群（核・放射線系） H19.2.22～2.23 教室系技術職員 40名
第６専門技術群（情報系） H19.3.14 教室系技術職員 23名

H18.5.31
H18.12.11

大学保険担当者
2名
2名

H18.7.20～7.21 部長級職員 3名
H18.8.8～8.9 課長級職員 3名
H18.10.2～10.3 役員・幹部職員 2名
H18.11.21
H18.11.22

役員、副学長、部局長、事
務代表者等

8名
5名

H18.11.14
補佐から掛員までの実務
担当者

18名

H18.11.30
補佐から掛員までの実務
担当者

9名

H18.11.24
H18.12.1

補佐から掛員までの実務
担当者

11名
26名

H19.1.10
補佐から掛員までの実務
担当者

26名

H18.9.5～9.8
H18.9.12～9.15

実務担当職員
11名
10名

H18.10.2 教職員 51名
H18.11.14～11.17 会計事務実務者 12名
H18.11.30 施設系職員 19名
H18.6.20～6.23 中堅係員 1名
H18.9.5～9.8 上級係員 1名
H18.9.5～9.8 ３５歳程度までの職員 2名
H18.12.5～12.8 課長級職員 1名
H19.2.14～2.16 女性職員 1名

H18.5.13～9.9
管理・監督職（係長クラス
以上）職員等

4名

リーダーシップ研修

労働法連続講座

グループ長研修

研修名

新採用職員研修

新採用職員実務研修

部課長級研修

技術職員研修（専門研修）

国立大学協会主催
研修

大学マネージメントセミナー【企画・戦略編】

大学マネージメントセミナー【研究編】【教育編】

国立大学法人総合損害保険研修会

国立大学法人等部長級研修
国立大学法人等課長級研修

総合技術部研修　

国大協近畿地区支
部専門分野別研修
（幹事校：大阪大学）

近畿地区国立大学法人等パソコンリーダー研修(大阪大学主催)

近畿地区国立大学法人等情報セキュリティ研修(大阪大学主催)
近畿地区国立大学法人等会計事務研修(大阪大学主催)

労働安全衛生

病院経営

広報・個人情報保護

総務・リスクマネジメント

近畿地区国立大学法人等施設系職員研修(大阪大学主催)

人事院近畿事務局
主催研修

近畿地区女性職員セミナー（キャリアアップ研修）

大学アドミニストレータ研修(大学コンソーシアム京都開講)

近畿地区中堅係員研修
近畿地区上級係員研修
接遇のあり方に関する実務研修
近畿地区課長研修

日本学術振興会国際学術交流研修
技術職員研修（総合研修）

民間派遣研修（オムロン株式会社経営企画室経理部）
文部科学省関係機関職員行政実務研修
文部科学省関係機関職員国際業務研修

通信教育・e－ラーニング
放送大学

自己啓発支援

文部科学省等派遣
研修

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

職種や職責に応じた各種研修を組織的・系統的に開催すると共に，自己研鑽も奨励している。また各研修後に

はアンケートを実施してその効果を検証し，研修や事務組織の質の向上に役立てている。以上のことから，管理

運営に関わる全職員の質の向上のための取組が組織的に行われていると判断される。 

 

 

観点11－２－１： 管理運営に関する方針が明確に定められ，その方針に基づき，学内の諸規定が整備される

とともに，管理運営に関わる委員や役員の選考，採用に関する規定や方針，及び各構成員の
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